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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 
第100期 

第３四半期 
累計期間 

第101期 
第３四半期 
累計期間 

第100期 

会計期間 
自2018年４月１日 
至2018年12月31日 

自2019年４月１日 
至2019年12月31日 

自2018年４月１日 
至2019年３月31日 

売上高 （千円） 2,764,004 2,428,654 3,580,070 

経常利益又は経常損失（△） （千円） 104,967 △15,949 124,386 

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△） 
（千円） 67,757 △10,264 80,196 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 1,066,950 1,066,950 1,066,950 

発行済株式総数 （株） 1,467,233 1,467,233 1,467,233 

純資産額 （千円） 1,462,031 1,451,689 1,469,095 

総資産額 （千円） 3,757,175 3,928,815 3,771,559 

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△） 

（円） 46.35 △7.02 54.86 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 

自己資本比率 （％） 38.9 37.0 39.0 

 

回次
第100期

第３四半期
会計期間

第101期
第３四半期
会計期間

会計期間
自2018年10月１日
至2018年12月31日

自2019年10月１日
至2019年12月31日

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期純損失（△）
（円） 5.49 △10.56

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、当第３四半期は、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため、前第３四半期及び前事業年度は、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

５．当社は、2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前事業年度の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益又は１株当たり四半期純損失を算定し

ております。
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２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係

会社の異動もありません。

 

 

 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況 

①経営成績

  当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調で推移したとみられますが、米中貿易摩擦の

影響や日韓関係、中東情勢等に起因する不確実性の拡大により、国内景気の先行きに対する見方は慎重になって

おり、生産活動においては減速してきたとみられます。また、海外においても、米国政権の保護貿易的な政策の

長期化や中東アジア地域における地政学リスクの高まり等海外情勢の不安定さもあり、先行きは依然として不透

明な状況が見込まれます。 

  このような状況下にあって当社は、市場の多様なニーズへの対応力を高め、受注拡大に向けての製品の差別化

や、コスト削減、工場の生産性を高める取り組みを継続・強化してまいりました。新商品の市場への浸透を進め

ておりますが、当社を取巻く市場の減速は大きく売上は大きく落ち込みました。

  この結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高は2,428百万円（前年同四半期比12.1％減）となり、減収に

よる影響で、営業損失15百万円（前年同四半期は営業利益101百万円）、経常損失15百万円（前年同四半期は経常

利益104百万円）、四半期純損失10百万円（前年同四半期は四半期純利益67百万円）となりました。

 

 セグメントごとの業績は次のとおりであります。

a.チェーン事業 

 国内では、前期好調であった搬送機械業界向けの落込みが大きく、工作機械業界、食品機械業界等主要業界向け

が減少しました。一方、輸出においても、北米、アジア、欧州向けが減少しました。これらの結果、売上高は

2,266百万円（前年同四半期比13.1％減）、営業利益は93百万円（前年同四半期比56.8％減）となりました。

 

b.金属射出成形事業

 医療機器分野を中心に受注拡大を図る営業活動を継続してまいりましたが、取引先の中国向け生産が減少し量

産品の売上が減少しました。その結果、売上高は139百万円（前年同四半期比10.5％減）、営業利益は17百万円

（前年同四半期比50.1％減）となりました。

 

c.その他事業

 その他事業につきましては、リニューアルした賃貸ビルの貸与を７月から開始し、売上高は23百万円（前年同

四半期は売上なし）、営業利益は7百万円（前年同四半期は営業損失7百万円）となりました。

 

②財政状態 

（資産）

当第３四半期会計期間末における総資産は、3,928百万円で、前期末に比べて157百万円増加しました。これ

は、前期末と比べ、減収による売上債権の減少等を主要因として、流動資産が2,363百万円と33百万円減少したこ

と（受取手形が101百万円、売掛金が46百万円減少）、また、工場の屋根改修や老朽化した設備の更新、投資有価

証券の売却及び評価差額等により固定資産が1,565百万円と190百万円増加したこと（建物が98百万円、機械装置

が133百万円増加、投資有価証券が9百万円減少）によるものです。
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（負債） 

当第３四半期会計期間末における負債合計は、2,477百万円で、前期末に比べて174百万円増加しました。これ

は、前期末と比べ、仕入商品減少等により仕入債務の減少、設備の未払等の増加を主要因として、流動負債が

1,580百万円と22百万円減少したこと（支払手形が63百万円、買掛金が24百万円減少、その他の流動負債に含まれ

る設備未払金45百万円、設備支払手形が12百万円増加）、また、運転・設備資金として長期借入350百万円の実

施、賃貸ビルの入居テナントが決まり保証金を得たことで、固定負債が896百万円と197百万円増加（長期借入金

が157百万円、その他の固定負債に含まれる長期預り保証金が22百万円増加）したことによるものです。

 

（純資産） 

当第３四半期会計期間末における純資産は、1,451百万円で、前期末と比べ17百万円減少しました。主な要因

は、四半期純損失の計上10百万円、その他有価証券評価差額金の減少7百万円によるものです。

この結果、自己資本比率は前期末の39.0％から当第３四半期会計期間末は37.0％になりました。

 

 

(2) 経営方針・経営戦略等 

当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。 

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

(4) 研究開発活動 

当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、10百万円であります。 

なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因

当社の経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、前事業年度の有価証券報告書に記載した要因から重

要な変更はありませんが、原材料仕入れ価格の上昇が今後の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,500,000

計 2,500,000

 

 

②【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（2019年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（2020年２月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 1,467,233 1,467,233 
東京証券取引所 

市場第二部 
単元株式数100株 

計 1,467,233 1,467,233 － － 

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数
（千株）

発行済株式 
総数残高
（千株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金 
増減額

（千円）

資本準備金 
残高

（千円）

2019年10月１日～

2019年12月31日 
－ 1,467 － 1,066,950 － 168,230
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（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2019年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

        2019年12月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式) 

－ － 
普通株式 5,500 

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,452,900 14,529 － 

単元未満株式 普通株式 8,833 － － 

発行済株式総数   1,467,233 － － 

総株主の議決権   － 14,529 － 

 

 

②【自己株式等】

        2019年12月31日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

オリエンタルチエン 

工業株式会社 

石川県白山市 

宮永市町485番地 
5,500 － 5,500 0.38 

計 － 5,500 － 5,500 0.38 

 

 

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1）退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役
生産技術部長兼成形部長

澤守 忠 2019年8月31日

取締役（監査等委員） 種本 篤博 2019年9月30日

 

(2）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性 6名 女性－名（役員のうち女性の比率－％）
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2019年10月１日から2019年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準        0.4％

売上高基準       0.7％

利益基準        4.0％

利益剰余金基準    2.3％

 

 

- 6 -



１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(2019年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(2019年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 351,930 418,558 

受取手形 ※２ 728,104 ※２ 626,836 

売掛金 460,102 413,434 

商品及び製品 194,021 221,381 

仕掛品 370,482 380,829 

原材料及び貯蔵品 257,353 254,907 

その他 35,173 47,590 

貸倒引当金 △260 △230 

流動資産合計 2,396,907 2,363,309 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 298,581 397,189 

機械及び装置（純額） 350,623 483,820 

土地 246,442 246,442 

建設仮勘定 61,968 33,173 

その他（純額） 39,801 39,226 

有形固定資産合計 997,417 1,199,851 

無形固定資産 23,481 19,595 

投資その他の資産    

投資有価証券 111,558 102,123 

その他 242,193 243,934 

投資その他の資産合計 353,752 346,058 

固定資産合計 1,374,651 1,565,506 

資産合計 3,771,559 3,928,815 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(2019年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(2019年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 ※２ 508,443 ※２ 445,103 

買掛金 193,507 168,965 

短期借入金 660,945 700,863 

未払法人税等 35,639 4,476 

賞与引当金 43,616 9,997 

その他 ※２ 161,391 ※２ 251,417 

流動負債合計 1,603,544 1,580,824 

固定負債    

長期借入金 352,103 509,949 

退職給付引当金 316,747 335,824 

役員退職慰労引当金 30,068 27,890 

その他 － 22,636 

固定負債合計 698,919 896,300 

負債合計 2,302,464 2,477,125 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,066,950 1,066,950 

資本剰余金 168,230 168,230 

利益剰余金 252,797 242,532 

自己株式 △5,942 △5,946 

株主資本合計 1,482,035 1,471,766 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 △12,939 △20,076 

評価・換算差額等合計 △12,939 △20,076 

純資産合計 1,469,095 1,451,689 

負債純資産合計 3,771,559 3,928,815 
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期累計期間 
(自 2018年４月１日 
 至 2018年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年12月31日) 

売上高 2,764,004 2,428,654 

売上原価 2,278,695 2,077,970 

売上総利益 485,309 350,684 

販売費及び一般管理費 383,388 365,748 

営業利益又は営業損失（△） 101,921 △15,064 

営業外収益    

受取利息 65 51 

受取配当金 3,166 3,304 

保険解約返戻金 4,244 4,279 

為替差益 5,862 1,714 

その他 3,594 3,078 

営業外収益合計 16,933 12,429 

営業外費用    

支払利息 8,271 7,773 

売上割引 4,826 4,054 

その他 789 1,487 

営業外費用合計 13,887 13,315 

経常利益又は経常損失（△） 104,967 △15,949 

特別利益    

固定資産売却益 419 1,894 

投資有価証券売却益 － 8,010 

特別利益合計 419 9,904 

特別損失    

固定資産廃棄損 1,938 231 

特別損失合計 1,938 231 

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 103,448 △6,276 

法人税、住民税及び事業税 28,956 5,016 

法人税等調整額 6,734 △1,027 

法人税等合計 35,691 3,988 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 67,757 △10,264 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

該当事項はありません。 

 

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（四半期貸借対照表関係）

１．受取手形裏書譲渡高及び営業外受取手形割引高

 
前事業年度 

（2019年３月31日） 
当第３四半期会計期間 
（2019年12月31日） 

受取手形割引高 19,717千円 －千円 

受取手形裏書譲渡高 4,957 4,456 

営業外受取手形割引高 14,328 14,391 

 

 ※２．四半期会計期間末日満期手形

 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりでありま

す。

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当第３四半期会計期間
（2019年12月31日）

受取手形 4,964千円 40,588千円

電子記録債権 1,478 13,440

支払手形 151,969 129,429

設備関係支払手形(流動負債その他) 22,546 16,963

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

減価償却費 84,743千円 99,549千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年12月31日）

配当に関する事項

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年12月31日）

配当に関する事項

 該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自2018年４月１日 至2018年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期損益計
算書計上額
（注）３  

チェーン 
事業 

金属射出 
成形事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 2,608,745 155,258 2,764,004 － 2,764,004 － 2,764,004 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － － 

計 2,608,745 155,258 2,764,004 － 2,764,004 － 2,764,004 

セグメント利益又は損失

（△） 
216,479 35,281 251,760 △7,402 244,358 △142,437 101,921 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自2019年４月１日 至2019年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期損益計
算書計上額
（注）３  

チェーン 
事業 

金属射出 
成形事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 2,266,525 139,000 2,405,526 23,128 2,428,654 － 2,428,654 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － － 

計 2,266,525 139,000 2,405,526 23,128 2,428,654 － 2,428,654 

セグメント利益又は損失

（△） 
93,608 17,618 111,227 7,531 118,758 △133,822 △15,064 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純

損失（△）
46.35円 △7.02円

（算定上の基礎）    

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 67,757 △10,264

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損

失（△）（千円）
67,757 △10,264

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,461 1,461

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、当第３四半期累計期間は１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため、前第３四半期累計期間は潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

２．当社は、2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前事業年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失を算定してお

ります。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年２月14日

オリエンタルチエン工業株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 鹿島 高弘  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 笠間 智樹  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオリエンタルチ
エン工業株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの第101期事業年度の第３四半期会計期間（2019年10月１日
から2019年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、
すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、オリエンタルチエン工業株式会社の2019年12月31日現在の財政状態及び同日を
もって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認
められなかった。
 
利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 


